３　職員給与と民間給与との比較
第32表　給与の較差
	　　　　項　目
較差の別
	職員の給与(A)
	民間従業員の給与(B)
	較差(C)＝(B)-(A)

	本較差（減額前）
	 390,895円
	397,345円
	6,450円 (1.65％)

	減額措置後較差
	 385,782円
	
	 11,563円 (3.00％)


 (注)　１　この表の「職員」とは、行政職給料表の適用を受ける者をいう。
（対象職員11,707人、平均年齢43.0歳、平均在職年数20.2年）
　 ２　この表の「民間従業員」とは、上記職員の職務に相当する職務（事務・技術関係職種）に従事する者をいう。

　　　 ３　比較にあたっては、職員・民間従業員ともに本年の新規学卒の採用者は含まれていない。
（参考１）職員と民間従業員との比較給与の範囲
	職員
	民間従業員

	平成26年４月分の平均給与額　 390,895円
	平成26年４月分の平均給与額   397,345円

	《内訳》

給料の月額〔調整額を含む〕　　333,233円
扶養手当　　　　　　　　　　  　9,333円
管理職手当　　　　　　　　 　　 5,094円
地域手当       　　　　　　　　38,245円
住居手当　　　　　　　　　　　　4,921円
単身赴任手当〔基礎額〕　　　 　　　69円
へき地手当            　　   　　　－円
	きまって支給する給与※（注）４
（時間外手当、通勤手当を除く）


（注)　 １　この表の「職員」とは、行政職給料表の適用を受ける者をいう。

２　この表の「民間従業員」とは、上記職員の職務に相当する職務（事務・技術関係職種）に従事する者をいう。

３　職員の「平均給与額」は減額措置前の額である。

４　民間従業員の「きまって支給する給与」は職種別民間給与実態調査におけるものであり、基本給、家族手当、
地域手当、通勤手当、住宅手当、役付手当等名称のいかんを問わず月ごとに支給されるすべての給与をいう。
（参考２）職員の比較給与の推移（５年間）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年　度
	Ｈ22
	Ｈ23
	Ｈ24
	Ｈ25
	Ｈ26

	平均給与額
（前年度比）
	398,243
(△3,882)
	393,726
(△4,517)
	389,819
(△3,907)
	382,830
(△6,989)
	390,895
(8,065)


	
	内　　訳
	給料の月額
	342,388
	338,699
	335,465
	329,212
	333,233

	
	
	扶養手当
	10,417
	10,040
	9,706
	9,517
	9,333

	
	
	管理職手当
	5,273
	5,032
	5,003
	4,902
	5,094

	
	
	地域手当
	35,822
	35,387
	35,028
	34,373
	38,245

	
	
	住居手当
	4,299
	4,533
	4,554
	4,775
	4,921

	
	
	単身赴任手当
	44
	35
	63
	51
	69

	平均年齢
（前年度比）
	44.1
(△0.3)
	43.9
(△0.2)
	43.7
(△0.2)
	43.2
(△0.5)
	43.0
(△0.2)

	対象職員数
	13,103
	12,263
	12,042
	11,790
	11,707


（注）　上記の数値は、減額措置前の額である。

　　　　　　単身赴任手当は基礎額のみであり、交通距離に応じた加算額を除く。
４　生計費

第33表　標準生計費（大阪市）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成26年４月）
	世帯人員
費目
	１人
	２人
	３人
	４人
	５人

	食料費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	26,460　
	36,910　
	46,050　
	55,190　
	64,340　

	住居関係費
	47,050　
	53,850　
	46,770　
	39,680　
	32,600　

	被服・履物費
	3,760　
	7,880　
	8,130　
	8,380　
	8,640　

	雑費Ⅰ
	24,200　
	39,020　
	52,960　
	66,910　
	80,860　

	雑費Ⅱ
	7,380　
	22,240　
	24,470　
	26,710　
	28,950　

	計
	108,850　
	159,900　
	178,380　
	196,870　
	215,390　


(注)　１　標準生計費の各費目の内容は、それぞれ次に掲げる家計調査等の大分類に対応する。
食料費・・・・・・・食料

住居関係費・・・・・住居、光熱・水道、家具・家事用品

被服・履物費・・・・被服及び履物

雑費Ⅰ・・・・・・・保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽

雑費Ⅱ・・・・・・・その他消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金）

２　２～５人世帯については、「家計調査」（総務省統計局）における大阪市の平成26年４月の費目別平均支出金額（日数を365/12日に、世帯人員を４人に調整したもの）に、費目別、世帯人員別生計費換算乗数を乗じて算定した。なお、１人世帯については、大阪市と全国の平均４人値から各費目別生計費を算定した。
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